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1. 令和4年3月期第2四半期の連結業績（令和3年4月1日～令和3年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

4年3月期第2四半期 31,848 18.4 310 ― 362 ― △1,111 ―

3年3月期第2四半期 26,907 △24.3 △504 ― △457 ― △392 ―

（注）包括利益 4年3月期第2四半期　　△1,169百万円 （―％） 3年3月期第2四半期　　△323百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

4年3月期第2四半期 △45.59 ―

3年3月期第2四半期 △16.26 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

4年3月期第2四半期 35,797 21,065 58.8 861.74

3年3月期 33,653 22,501 66.9 924.87

（参考）自己資本 4年3月期第2四半期 21,065百万円 3年3月期 22,501百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

3年3月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00

4年3月期 ― 0.00

4年3月期（予想） ― 12.00 12.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 令和 4年 3月期の連結業績予想（令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 68,000 13.6 660 ― 710 ― △870 ― △35.68

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 4年3月期2Q 26,426,800 株 3年3月期 26,426,800 株

② 期末自己株式数 4年3月期2Q 1,980,985 株 3年3月期 2,097,045 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 4年3月期2Q 24,381,068 株 3年3月期2Q 24,161,753 株

期末自己株式数にはＥＳＯＰ信託分(4年3月期2Ｑ　1,607,640株、3年3月期1,723,720株)を含めております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述等についてのご注意)

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関す
る説明」をご覧ください。

(四半期決算説明会内容の入手方法について)

当社は、令和３年11月17日(水)に機関投資家・アナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会の資料については、開催後速やかに当社ホームページに
掲載する予定です。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　　当第2四半期の世界経済環境は、ワクチン接種が順調に進み、欧米諸国をはじめとして日常生活を中心に規制緩和の

流れが加速しております。一方、東南アジアでは、デルタ株影響による感染が再拡大となり、サプライチェーンに大

きな影響をもたらす状況となりました。国内経済は、ワクチン接種が進んだものの、過去最大の流行の第5波の影響を

受け、全国的に緊急事態宣言およびまん延防止等重点措置の状況となりました。冬場には第6波が想定されるなど依然

先行きは不透明な状況です。

　半導体市場におきましては、経済活動の回復に伴い、PCやタブレット端末、インフラ設備投資、自動車用途など広

範囲にわたって需要拡大は継続しており、2021年8月の世界半導体売上高は前年同月比29.7%増となり、2020年2月から

19ヵ月連続で前年同月実績を上回っております。一方で、旺盛な需要に供給が追い付かず様々な分野において生産活

動に大きな影響が出ております。

　当社主要販売先である自動車分野、産業分野におきましては、自動車分野は、半導体不足に加えて東南アジアの新

型コロナウイルス感染拡大による部品工場一時閉鎖等もあり、部品供給網自動車メーカーの生産に大きな影響が出て

おります。これにより、2021年7-9月期の国内新車販売は前年同期比14.8%減、また米国新車販売台数も前年同期比

13.4%減となっております。一方、産業分野の2021年8月のインバータ・サーボモータ等の国内産業用汎用電気機器の

出荷金額は、国内出荷、輸出双方とも堅調に推移し前年同月比25.8.%増となり、2021年1月から8ヶ月連続で前年実績

を上回っております。

　このような環境の下、当第２四半期連結累計期間は、集積回路は世界経済の回復に伴い、特に自動車分野を中心に

需要は堅調に推移し、前年同期比2,094百万円増（11.9%増）の19,737百万円、半導体素子は両分野ともパワーデバイ

スを中心に需要増となり、同611百万円増（13.2%増）の5,256百万円、表示デバイスは産業分野等での好調により、同

275百万円増 (43.7%増)の906百万円、その他は高感度ひずみセンサー「STREAL」が大幅に増加し、同1,958百万円増

(49.1%増)の5,948百万円となりました。その結果、売上高は同4,940百万円増（18.4%増）の31,848百万円となりまし

た。

　売上原価は前年同期比4,057百万円増（16.6％増）の28,444百万円。売上高に対する売上原価の比率は、高感度ひず

みセンサー「STREAL」売上比率増加により、前年同期に比べ1.3ポイント減少し89.3％となり、売上総利益は売上高増

加により同883百万円増（35.1%増）の3,404百万円となり、売上高に対する売上総利益の比率は前年同期に比べ1.3ポ

イント増加し10.7％となっております。

　販売費及び一般管理費は、高感度ひずみセンサー「STREAL」の研究開発費の増加及び海外の中国広州拠点の新規設

立費用発生により前年同期比68百万円増（2.3%増）の3,093百万円となりました。売上総利益の増加の結果、営業利益

は310百万円（前年同期は営業損失504百万円）、経常利益は362百万円（前年同期は経常損失457百万円）となりまし

た。また、一方、経営基盤強化施策推進に伴う構造改革費用として1,156百万円を特別損失として計上することによ

り、親会社株主に帰属する四半期純損失は1,111百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失392百万円）

となりました。

連結業績の推移 （単位：百万円)

令和３年３月期 令和４年３月期

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期

売上高 13,040 13,867 15,677 17,275 15,619 16,228

営業利益又は営業損失（△） △279 △224 67 △57 103 207

経常利益又は経常損失（△） △259 △198 93 103 121 241
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（２）財政状態に関する説明

（資産）

資産は、前連結会計年度末に比べて2,143百万円増加し35,797百万円となりました。

これは、主として土地が287百万円減少し、現金及び預金が266百万円減少したものの、商品及び製品が2,470百万

円増加し、受取手形及び売掛金が344百万円増加したこと等によります。

（負債）

負債は、前連結会計年度末に比べて3,579百万円増加し14,731百万円となりました。

　これは、主として買掛金が1,735百万円増加し、その他(未払費用)が952百万円増加し、短期借入金が692百万円増

加したこと等によります。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べて1,435百万円減少し21,065百万円となりました。

　これは、主として利益剰余金が1,426百万円減少したこと等によります。

　これにより自己資本比率は58.8%となり、時価ベースの自己資本比率は28.1%となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　令和3年9月30日付にて公表致しました第2四半期連結累計期間の業績予想と実績との差異が生じております。詳細に

つきましては、本日付で別途公表しております「業績予想と実績との差異に関するお知らせ」をご参照ください。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(令和３年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和３年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,395 3,128

受取手形及び売掛金 12,819 13,163

電子記録債権 1,420 1,684

商品及び製品 10,797 13,267

原材料 10 23

仕掛品 6 8

その他 414 274

貸倒引当金 △1 -

流動資産合計 28,864 31,553

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,031 871

減価償却累計額 △822 △700

建物及び構築物（純額） 208 170

工具、器具及び備品 204 229

減価償却累計額 △179 △198

工具、器具及び備品（純額） 24 30

土地 1,266 979

リース資産 108 114

減価償却累計額 △70 △70

リース資産（純額） 38 44

有形固定資産合計 1,537 1,225

無形固定資産

ソフトウエア 109 94

その他 29 28

無形固定資産合計 138 123

投資その他の資産

投資有価証券 2,131 1,984

繰延税金資産 61 34

その他 940 898

貸倒引当金 △21 △21

投資その他の資産合計 3,112 2,895

固定資産合計 4,789 4,244

資産合計 33,653 35,797
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(令和３年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和３年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 6,014 7,750

短期借入金 3,197 3,889

未払法人税等 65 71

その他 986 1,905

流動負債合計 10,263 13,617

固定負債

長期借入金 310 264

退職給付に係る負債 239 247

役員退職慰労引当金 0 -

株式給付引当金 154 188

繰延税金負債 1 205

その他 181 208

固定負債合計 888 1,114

負債合計 11,151 14,731

純資産の部

株主資本

資本金 5,042 5,042

資本剰余金 4,720 4,720

利益剰余金 13,184 11,758

自己株式 △925 △877

株主資本合計 22,021 20,643

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 47 △71

為替換算調整勘定 365 459

退職給付に係る調整累計額 67 33

その他の包括利益累計額合計 480 421

純資産合計 22,501 21,065

負債純資産合計 33,653 35,797
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（２）四半期連結損益及び包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 令和２年４月１日
　至 令和２年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 令和３年４月１日
　至 令和３年９月30日)

売上高 26,907 31,848

売上原価 24,387 28,444

売上総利益 2,520 3,404

販売費及び一般管理費 3,024 3,093

営業利益又は営業損失（△） △504 310

営業外収益

受取利息 4 2

受取配当金 25 30

販売手数料 27 37

受取派遣料 21 8

その他 83 55

営業外収益合計 162 133

営業外費用

支払利息 26 20

支払補償費 4 26

債権売却損 8 8

シンジケートローン手数料 18 0

為替差損 56 22

その他 3 3

営業外費用合計 116 81

経常利益又は経常損失（△） △457 362

特別利益

固定資産売却益 - 44

特別利益合計 - 44

特別損失

固定資産除却損 0 0

事業構造改善費用 - 1,156

投資有価証券評価損 105 -

特別損失合計 105 1,156

税金等調整前四半期純損失（△） △563 △750

法人税、住民税及び事業税 41 59

法人税等調整額 △211 301

法人税等合計 △170 361

四半期純損失（△） △392 △1,111

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △392 △1,111

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 141 △118

為替換算調整勘定 △73 93

退職給付に係る調整額 1 △33

その他の包括利益合計 69 △58

四半期包括利益 △323 △1,169

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △323 △1,169
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、当社は、従来、輸出販売において主に輸出通関時に収益を認識しておりましたが、インコタームズ

等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識することとしております。また、

顧客への販売における当社の役割が代理人に該当する取引について、従来顧客から受け取る対価の総額を収益とし

て認識しておりましたが、当該対価の総額から他の当事者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識する方法

に変更しております。

海外連結子会社の一部は、従来、主に出荷時に収益を認識しておりましたが、顧客に商品が到着した時点で収益

を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は78百万円減少し、売上原価は78百万円減少し、営業利益、経常

利益はそれぞれ０百万円減少し、税金等調整前四半期純損失は０百万円増加しております。また、利益剰余金の当

期首残高は１百万円減少しております。

　


